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連結子会社の異動を伴う子会社による第三者割当増資に関するお知らせ 

 

この度、当社の連結子会社である株式会社イノフィスは、2019年１月18日開催の取締役会におい

て、第三者割当増資の実施を決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、今回の

第三者割当増資の実施により、同社は、当社の連結子会社から持分法適用関連会社へ異動する予定

となりましたので、併せてお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．理由及び経緯 

当社の子会社である株式会社イノフィスは東京理科大学の小林宏教授が開発した空気圧で

稼働する人工筋肉を動力源とした作業者を支援する装着型腰部補助装具「マッスルスーツ®」

を事業化するために2013年12月に当社ならびに小林宏教授が出資し、設立されたスタートア

ップ企業です。 

2014年11月に標準型マッスルスーツの正式販売を開始以来、介護や物流、工業、農業など

幅広い分野に累計3,800台以上の出荷を行ってまいりました。2018年には、安価で軽量、作業

性を向上させた「Edgeモデル」、腕補助を目的とした「アッパーモデル」の販売を開始しま

した。 

株式会社イノフィスは、今回の増資により、更なる新製品の開発投資や拡販活動の実施に

加えて、海外パートナーとの連携を深め、今後益々進んでいく少子高齢化社会において、よ

り多くの人々が生涯にわたって活躍し続けられる世の中の創出に取り組んでまいります。 

 

２．異動の方法 

当社の子会社である株式会社イノフィスは、第三者割当増資を実施し、新株を1,008株発行

する予定であります。これにより、当社グループの所有株式割合は33.11％となり、持分法 

適用関連会社となる予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．異動する子会社の概要 

（１）名称 株式会社イノフィス 

（２）所在地 東京都新宿区神楽坂４－２－２東京理科大学 

森戸記念館３階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 古川 尚史 

（４）事業内容 マッスルスーツをはじめとした介護用及び産業
用機器の開発・製造・販売 

（５）資本金 313百万円 

（６）設立年月日 2013年12月27日 

（７）株主及び持分比率 株式会社菊池製作所         43.48％ 

株式会社INCJ            15.53％ 

小林宏               13.98％ 

東京理科大学インベスト・マネジメント株式会社  6.21％ 

（８）当社と株式会社イノフィス
の関係 

資本関係：株式会社イノフィスは、当社の連結
子会社であります。 

人的関係：株式会社イノフィスの取締役５名の
うち、当社の代表取締役１名ならびに取締役１
名がイノフィスの取締役を兼務しております。 

取引関係：株式会社イノフィスと当社は、製造
委託などの取引関係があります。 

関連当事者への該当状況：株式会社イノフィス
は、当社の連結子会社であり、当社の関連当事
者に該当します。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び連結財政状態（単位：百万円） 

決算期 2016年４月期 2017年４月期 2018年４月期 

純資産 542百万円 455百万円 311百万円 

総資産 638百万円 636百万円 340百万円 

１株当たり純資産 168,345.12円 141,554.21円 96,679.28円 

売上高 193百万円 719百万円 160百万円 

営業利益 △117百万円 △56百万円 △146百万円 

経常利益 △105百万円 △51百万円 △142百万円 

当期純利益 △76百万円 △86百万円 △144百万円 

※上記記載は、全て2019年１月28日現在のものです。 

 

４．子会社における第三者割当の概要 

（１）払込期日 2019年１月31日（予定） 

（２）発行新株式数 1,008株 

 

５．子会社における第三者割当後の当社の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 1,400株（議決権所有割合：43.48％） 

（２）異動後の所有株式数 1,400株（議決権所有割合：33.11％） 

 

 

６．今後の見通し 

本件により、株式会社イノフィスは2019年４月期第４四半期より連結子会社から持分法 

適用関連会社となります。これによる現時点での当社2019年４月期への業績の影響につき

ましては軽微と見込んでおりますが、今後業績に及ぼす事象が発生した場合には、速やかに

お知らせいたします。 

以上 


